平成２３年度　第２回大阪府障がい者自立支援協議会

日時：平成２４年２月１７日（金）

　　　午前１０から正午まで

場所：大阪赤十字会館４階　４０１会議室

「平成２３年度第２回大阪府障がい者自立支援協議会」

○事務局　大変長らくお待たせしました。定刻となりましたので、ただ今から「平成２３年度第２回大阪府障がい者自立支援協議会」を開催させていただきます。私は当協議会事務局地域生活支援課の寺本と申します。どうぞよろしくお願いいたします。

　会議の開会に先立ち、福祉部障がい福祉室長の太田よりごあいさつ申し上げます。

○太田委員　おはようございます。委員の皆さま方にはお忙しい中、ご出席いただき誠にありがとうございます。また、日ごろから大阪府の障がい福祉施策の推進にご理解、ご協力を賜っておりますことにつきまして、重ねてお礼を申し上げます。

　さて、大阪府では、第４次大阪府障がい者計画（案）を取りまとめまして、今週初めからパブリックコメントを求めているところでございます。この計画は近年の社会の動きやこれまでの施策の進捗状況、府民ニーズなどを踏まえまして、平成２４年度からの新しい障がい者施策に関する総合的・基本的な計画になるものでございます。

　基本理念を「人が人間（ひと）として支えあいともに生きる自立支援社会づくり」といたしまして、「地域移行の推進」、「就労支援の強化」及び「施策の谷間にあった分野への支援の充実」、この３つを最優先施策とするとともに、障がい当事者の視点から施策を検討いたしまして、「学ぶ」、「働く」といったそのような６つの生活場面ごとの取組みを掲げているところでございます。

　本日はこの計画（案）につきまして、後ほど説明申し上げまして、ご出席の皆さま方のご意見を賜りたいと思っております。

　また、大阪府では、この計画を着実に進めてまいりますため、平成２４年度におきまして、障がい者地域生活支援体制整備事業、障がい者就労支援強化事業、重症心身障がい児（者）の地域ケアシステム整備事業などについて、知事重点事業として、特に積極的に進めていくことといたしております。

　昨日、知事の平成２４年度の当初予算に対する記者会見がございまして、今日の朝刊からオープンになっているところでございます。知事が重点的に取り組む事業ということで、その中に今申しました３つの事業が組み込まれているところでございまして、障がい施策につきまして積極的に進めていきたいと思っております。

　また、この施策に関連いたしまして、本日の１つ目の議題として、皆さんにご意見を賜りたいと思っておりますが、この自立支援協議会の中に「就労支援部会」と「医療的ケア部会」、この２つの部会を新たに設けまして進めていきたいと考えております。

　特に、市町村の自立支援協議会の中にも就労の部会をしてほしいという形でも進めているところでございます。委員の皆さま方におかれましては、本協議会での議論が、障がいのある方々が地域で自立し安心して暮らせる社会実現に向けまして、有意義なものとなりますよう、それぞれの分野における専門的な見地からの忌憚のないご意見、ご提案をいただきますようお願い申し上げまして、ごあいさつとさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。

○事務局　本日ご出席の委員及びアドバイザーの皆さまにつきましては、お手元の配席図及び名簿をご覧ください。

　本日の会議で使う資料につきましては、次第に記載したとおりでございます。封筒に入れてお手元にお配りしております。万一議事の途中で不足にお気づきになった場合、ご面倒ですが手を挙げてお知らせいただけますでしょうか。

　それでは、本協議会設置要綱に基づきまして、本日の議長を大谷会長にお願いいたします。大谷会長、議事進行のほど、どうぞよろしくお願いいたします。

○大谷会長　はい。それではあらためましておはようございます。お手元の資料、届いていると思いますが、大変、分厚い内容になっております。事前に読んでいただいているかと思っておりますが、皆さんの協力を得て効率的に審議を進めたいと思っておりますので、ご協力のほどよろしくお願いいたします。審議に当たって２点ご案内いたします。この協議会は原則公開となっております。従って今日も傍聴人として参加していただいている方がいらっしゃいます。

　あと、もう１点。プライバシーに関しまして、個人的なプライバシーに関する内容を取り上げていただく場合は、配慮させていただきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは早速でございますが、議事次第に沿って審議を進めてまいりたいと思います。先ほど太田室長から、力強い今後の大阪府の福祉施策の推進について、ごあいさついただいたわけでございますが、国においては少し施策が漂うかなという思いも強くしております。今後またどのような流れになるのか、あるいは一部修正しながら、計画を推進していくということになるのかと懸念しておりますが、第２回の障がい者自立支援協議会、今年度これがたぶん最終になると思いますので、ご審議よろしくお願いしたいと思います。

　それではお手元の式次第でございます。障がい福祉計画（案）について事務局からご説明をいただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○事務局　私、障がい福祉企画課の山本と申します。議題１についてご説明させていただきます。

　平成２２年１２月に障害者自立支援法の一部改正が行われまして、第８９条第５項に「都道府県は、自立支援協議会を設置したときは、都道府県障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合において、あらかじめ自立支援協議会の意見を聴くよう努めなければならない」と規定されました。

　この条項の施行は本年（平成２４年）４月からの施行となりますが、今年度に障がい福祉計画を策定することとしておりますので、法施行に先立ちまして本協議会のご意見を伺いたいと思います。
本日の説明につきましては、資料１‐１と資料１‐３に基づいてさせていただきたいと思います。

　まず、資料１‐１ですが、第４次大阪府障がい者計画の全体像をまとめたものでございます。第４次大阪府障がい者計画は、ご意見を伺います障がい福祉計画を包含するものとして一体的に記述しております。

　計画期間は来年度からの１０年間で、ただし、障がい福祉計画に関する部分は、平成２６年度までの３年間です。
基本理念は先ほど太田室長からございましたが、大阪府障がい者施策推進協議会からいただきました意見具申どおり「人が人間（ひと）として支えあいともに生きる自立支援社会づくり」としております。これは現行計画の基本理念、これは「人が人間（ひと）として普通に暮らせる自立支援社会づくり」でございますが、この考え方は引き続き重要としつつ、新たに合理的配慮の実践、ともに生きる社会の実現、そして支援の拡充の３点を盛り込むものでございます。

　基本原則につきましても意見具申どおりでございます。障がい者基本法の改正等を踏まえ、権利の主体としての障がい者の尊厳の保持、社会的障壁の除去・改善、障がい者差別の禁止・合理的配慮の追求、真の共生社会・インクルーシブな社会の実現に加えまして、多様な主体による協働の５つを掲げております。

　障がい者計画の最重点施策は意見具申で示されました１つが入所施設や精神科病院からの地域生活への移行の推進、障がい者の就労支援の強化、そして発達障がいや高次脳機能障がい者などの、施策の谷間にあった分野への支援の充実の３点について記載しております。施策の推進方向につきましては、記載の６つの生活場面に記載をしております。

　それでは資料１‐３の６５ページをお開きください。「第３期大阪府障がい福祉計画の数値目標及び見込量について」でございます。６６ページからになりますが、入所施設利用者の地域移行と入院中の精神障がい者の、地域生活への移行についての数値目標を記載しております。

　まず、地域移行につきまして現行計画の数値目標は、地域移行が２５％、入所者の減少が１２％です。これに対しまして平成２６年度の数値目標は、地域移行が国基準の３０％を上回る平成１７年１０月現在の入所施設利用者数の４０％、人数にして２３７８人でございます。入所者数の減少につきましては、国基準の１０％を上回る２０％と設定をしております。

　精神科病院からの退院促進につきましては、これまでは「退院可能な精神障がい者」ということでしたが、国の指針で対象が明確になり１年未満入院者の平均退院率、そして入院期間５年以上かつ６５歳以上の退院者数という目標値が定められました。

　前者につきましては、大阪府は平成２０年６月調査比で、７％増加の７７.８％を設定しております。なお、大阪府の平均退院率は全国平均より高いため、国と同様に７％の増加とはいえ、実質的には国より高い目標になっているものと考えております。

　もう１つの目標数値の入院期間５年以上かつ６５歳以上の退院者数については、直近平成２２年６月調査より２０％増加させることとし、４９０人という数値目標を設定しております。

　続いて福祉施設からの一般就労への移行等についてです。福祉施設からの一般就労者数の数値目標は、平成２３年度８００人という目標を、２６年度には平成１７年調査の５.４倍の１１００人とすることとしております。なお、国基準は４倍でございます。

　就労移行支援事業及び就労継続支援Ａ型事業の利用者は、市町村の積み上げた目標値を勘案し、前者は平成２７年３月中の福祉施設の利用者のうちの１割、後者は就労継続支援事業利用者全体の１割を目標に掲げているところでございます。

　６８ページにまいりまして、その他の福祉施設から一般就労への移行等に関する数値目標です。公共職業安定所経由による福祉施設利用者の就職者数については、一般就労を希望するすべての者としております。障がい者試行雇用事業の開始者と職場適応援助者による援助の対象者につきましては、いずれも福祉施設から一般就労へ移行する方のうちの５割の５５０人をめざしております。

　障害者就業・生活支援センター事業の支援対象者については、福祉施設から一般就労に移行するすべての方１１００人をめざします。就労継続支援Ｂ型事業所におけます工賃の平均額につきましては、全国における工賃額の向上率を勘案しまして、平成２６年度までに平成２２年度実績の９２４４円の約３０％増をめざしまして、１万２３００円を目標としております。

　６９ページは指定障がい者支援施設の入所定員の総数でございます。地域移行を推進していくなどによりまして、年々減少し２６年度５０００人としております。
これらの数値目標の設定についてご意見をいただければと思います。
目標を達成するための施策につきましては、生活場面ごとの取組みに記載しております。

例えば地域移行の関係では１２ページをお開きいただけますでしょうか。生活場面「地域やまちで過ごす」というところでございます。入所施設からの地域生活へ移行としまして、障がい児施設からの地域移行も含めまして、市町村が関与する「広がりと展開力のある地域移行」を推進するとともに、精神科病院からの地域生活移行としまして、相談支援事業所等の支援により退院意欲を醸成するということ、退院者の生活支援も支援するということ、さらにアウトリーチ支援にも取り組むといったことを記載しております。

　地域移行の受け皿になります住まいにつきましては、公営住宅などをグループホーム等として活用することなどを記載しております。また、相談支援体制につきましては、創設されます基幹相談支援センターを、すべての市町村で設置されるように働きかけを行うことなどを記載しております。今後、市町村の取組みがさらに活発になるためには、自立支援協議会が機能していくことが重要と考えております。そこで市町村の自立支援協議会の活動が活性化しますよう、地域移行や就労支援などに関する専門部会との設置等を支援することなどを記載しております。

　また、福祉施設からの一般就労への移行につきましては、３６ページからの生活場面「働く」というところにおきまして記載をしております。就労に向けた関係機関の連携としまして、障害者就業・生活支援センターを核とした地域のネットワークを強化し、雇用受け入れ企業の開拓や定着支援等を充実すること、就労移行支援事業の機能強化などについて記載をしております。

　工賃水準につきましては、大阪府が全国一低いということから、経営改善や共同受注の仕組みの強化などによりまして、市町村と共に工賃水準の向上を図ることとしております。なお、今回初めて市町村の障がい福祉計画に工賃の目標金額を設定していただいたところでございます。

　次に、資料飛びまして、７０ページになります。こちらは大阪府全体の障がい福祉サービス等の見込量ということで、これは市町村の見込量を積み上げた合計値ということになります。年々見込量というものは増加しております。
参考としまして障がい児サービスの見込量についても記載しております。障がい福祉計画に記載しなければならない事項ということではございませんが、市町村に働きかけを行いまして、大阪市と岬町以外から、見込量の報告がございまして、それを積み上げたものでございます。

　７１ページはサービス種別ごとの区域を記載しております。現行の福祉計画と同様ですが、今回創設されました地域移行支援、地域定着支援の区域については、市町村域としております。

　７２ページは大阪府の地域生活支援事業の実施に関する事項、そして７３ページ以降は市町村ごとの各福祉サービスの見込量ということでございます。説明は以上でございます。

○大谷会長　はい。ありがとうございます。大変分厚い内容をコンパクトにまとめていただいたかと思っております。今の説明に対して何かご質問等、あるいはもう少しこのようなことを聞きたいということがあれば、先にお伺いしたいと思います。意見は意見として、また、あとで聞きたいと思いますが、取りあえず今の説明で分からなかった点、あるいはここはもう少し説明してほしいという点があれば、お伺いしたいと思いますがいかがでしょうか。せっかくの機会ですからおっしゃっていただければと思います。
○委員　ありがとうございました。資料の第４章の６５ページから始まるところです。数値目標等で挙げていただいておりますが、２番の入院中の精神障がい者の地域生活への移行という部分がございまして、計画の中では１年未満の退院者をパーセンテージで挙げていく目標設定と、それから５年以上入院していてかつ６５歳以上の方の退院者、ここに数値目標を掲げて国が示すものよりも高く設定をして、地域移行を進めていきましょうということが具体的に示されているわけですが、このことの意味が少し分かりづらいかと思います。

　例えば１年以内の入院者を速やかに退院させていくことについては、基本的に医療の問題であり、福祉というところももちろん関わってくるわけですが、基本的には医療の問題であります。ただし、１年以内で退院に導いていくことが、結果的には長期入院を防いでいくという、これはこの業界では常識になっていまして、できるだけ１年以内に退院を促す。

　逆に言いますと１年以上経過してしまうと長期入院になってしまう。いわゆる社会的入院を形成してしまう層になるのだということが言われているのも、この業界では常識の話ですが、ここの設定を７７.８％にしていることになりますと、残りの２２％というものは１年以上経過していることになるわけですが、ここの部分に対して、何ら数値目標を示さないというのはどうなのか。

　もう１つ出てきますのは、５年以上入院していて６５歳以上の方について、数値目標を挙げている。ここもいわゆる高齢者福祉の観点からの施策ということも考えられるのではないかと思いますので、障がい者の地域移行を考えたときに、ちょうどこの中間に当たる層です。ここの部分の何ら数値目標を挙げないというところについては、大阪府としてどのようにお考えなのかということを、聞かせていただければと思いますが、よろしくお願いします。

○大谷会長　はい。事務局お願いします。

○事務局　お答えさせていただきます。地域生活支援課の川原と申します。よろしくお願いいたします。ご指摘のところですが、もちろん前回、先ほどの説明でもございましたが、もともと国が示しました「条件が整えば退院可能な精神障がい者」ということ自体が、かなり抽象的であるということで、今回、国がかなり具体的な数値を示したということになるかと思います。もちろん都道府県計画としては、１年未満の入院者の方々の退院率を向上させる。これは先生今ご指摘のとおり、いわゆる将来的な長期入院の予防、まさにニューロングステイの予防という観点からだと思います。

　そしてもう一方の５年以上入院かつ６５歳以上の方々の退院促進というのは、国も国会議等の資料で、複数回にわたって説明をしていますように、個々のカテゴリーの方々が、入院者の数が増加をずっとしていっているということがございます。そのような意味では、このカテゴリーの方々は、まさに少し表現が悪いのですが、アプローチを意識していかなければ、そのまま埋もれてしまうことになってしまうのではないかということです。

　まさに国といたしましても、この５年以上入院をされてかつ６５歳以上の高齢の長期入院者の方々こそが、今後の社会的入院の解消のメインターゲットであると定めて、ここに焦点を当てながら進めていくという考えでございます。

　もちろん１年以上の方々に対してきちんとアプローチをかけていくことが、重要であるという認識はわれわれもございますので、平成２４年度から地域移行、地域定着が個別給付化されますが、何も今示したところだけにアプローチがかかるということではなく、それらを重点的に見据えながらも、全体として精神障がい者の方々の退院を促進していくと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。

○委員　説明ありがとうございました。今の説明の中にもありましたが、ベースとなる１年以上の方で、それから６５歳に達しない人たち、ここにきちんと対応するという。きちんと対応するのであればここの数字を出さなければいけないのではないか。数字が出ているものは、非常に強調してここに取り組むのだということで挙げているということはよく分かりますが、基本にあるのは大阪府が全国に先駆けて、精神障がい者の社会的入院解消ということで、取り組んできたところがあるわけですが、そこの部分の数字等には触れずに、ここの部分だけを挙げるというのは、私としてはいかがなものかと思います。

　きちんと取り組むというのであれば、一定の何らかのものを示した上で、さらにここに焦点を当てるという書き方をしないと、今までやっていたことは置いといてみたいなことが、見えてしまうのではないかと危惧いたします。ご検討いただければと思います。

○大谷会長　はい。委員からご指摘がございました。先生のおっしゃるとおりかと思いますが、一応先生のご要望を踏まえて、退院促進については今後とも積極的に取り組んでいただくということで、事務局に要望をお願いしまして、取りあえずよろしいでしょうか。数値目標をまた次年度も含めて検討したいと思っております。はい。ありがとうございます。ほかに何かございますか。
○委員　１つ伺いたいことは、福祉施設から一般就労への移行の目標数値の設定に当たって、国が４倍以上としているところを大阪府はがんばって５.４倍にするということで、目標設定がなされていますが、この５.４倍という数値はどこからどのように積み上げて、このようになったのかというところを知りたい。

　私自身は少し来年度の報酬単価の案が出たときに、就労支援移行支援事業者の実績が今後単価に左右していくということが出てきておりますので、とりわけ就労移行支援事業者が、今後継続して就労移行支援事業を続けていけるのか、あるいはその単価の変更により、もう事業を止めてしまうというようなことが、とりわけ実績のないところが、大阪府の調査では４０％を確か超えていたと思いますので、そのようなことを考えますとこの計画の目標設置の５.４倍ということと、就労移行支援事業の今後の危惧される点を考えると、どのような積み上げでこの５.４倍として、微妙な倍率になったのか教えていただければと思います。

○大谷会長　はい。事務局、ご説明ください。

○事務局　自立支援課の田仲でございます。また、後ほどの就労支援部会の設置の説明のところでも申し上げようと思っておりましたが、現行の第２期障がい福祉計画で今年度の目標８００人という目標を掲げておりまして、まだ、今年度の実績はもちろん出ていませんが、中間の９月末現在では４３９人という実績がございまして、おそらくおおむね達成できるのではないかと考えておりまして、その８００人をベースにして次の３年間で１００人ずつ足していけば１１００ということですが、そのような単純なことではございません。

　第１期の計画を策定するときに、当時平成１７年の２０４人という数字からスタートしていますが、そのときの大阪府内の福祉施設の総利用者数というものが、約１万８０００人という数字がございまして、それと比較して直近のデータと言いますか、平成２２年度の総利用者数が１万８０００人から約２万５０００人という。かなり利用者数が増えております。

　まず、その母数の増えた分です。当然、就労を希望される方の数も増えていると推測もされるところで、その増加率を掛けると８００のところが１１００ということになるということで、それを２０４人で割り戻すと５.４になるということでございます。

○大谷会長　はい。ただ今の事務局の説明、よろしいですか。

○委員　はい。分かりました。

○大谷会長　いろいろ目標値は出すわけですが、実際、支える側の支援というところのサポートがなければ、なかなか数値目標はなかなか達成しにくいと思っております。ただ、このような形で出していただくということが、皆さんに可視化できる。がんばろうという思いを持っていただければいいのかなとも思っております。はい。ほかに何かご意見等ございますか。

○委員　私、教育関係で出させてもらっていますが、事務局からのご説明の中に少しなかった部分で、概要のところで最後に施策の谷間にある分野の支援ということで、少し数値目標などもあればお話を聞かせていただきたいと思います。教育分野もそうですが、発達障がい者の部分であるとか、２つだけですが、医療的ケアが必要な重症心身障がい者というところへの、支援の充実というところが設定されていますが、この辺りの部分につきましては、さまざま私どもに関連するところのニーズが高うございまして、どのような今後の施策展開の数値が出ているのか、もしよろしければお願いしたいと思います。

○大谷会長　はい。これはあとで取り上げて、そこで議論をさせていただきたいと思います。申し訳ございませんが、少し引き取らせていただきたいと思います。重症心身障がい児者の医療的ケアの必要な方に対する支援のあり方については、別途議論したいと思っております。はい。ほかに、はい。どうぞ。

○委員　地域移行が施設等からかなり進んでいるという数字上のお話を伺いまして、一般社会、生活されている方の数が増えているということは理解できますが、このような形でさらに進んでいく中で、おそらく端的に言えばわれわれの役割が、障がいを持った方の、今は支援者という形ですが、おそらく地域とか社会との間の媒介のような役割を、果たさなければいけない側面が強くなってくると思います。

　例えば私自身の経験なのですが、現在知的障がいの方の就労支援をやっておりますが、一般企業への就労とは別に、それが少し難しい方に関しての経験なのですが、実はわれわれのところで地域の方が集客する行事をやっていまして、そこに手づくり市等、今、結構盛んなのですが、そのようなところへよく行っている人たちを呼びまして、ショップを開くということを一度やりましたら、結構収益があったということで、次回からも頼みたいということで、実は言われてきました。

　そのときにわれわれは知恵を絞って条件を出す。「われわれのところに来ている障がい者の方を店で働かせてくれ」と、そのときだけでいいから、別にそのときは実習だから賃金はいらないからやってくれと言われてやってみたら、そのショップの人たちがもともと障がい者に関わった人などはいないのですが、実は「この人であれば一緒にやれるよ」とか、「この人であればこんな仕事ができるよ」とか、いろいろ言ってくれるのです。

　それでしばらくたったあと別のところで、例えば「ロハスフェスタ」とか、手づくり市を大阪府下もいろいろやっていますが、そのときに手伝いに、そのときはきちんとお給料を払うから来てほしいとか、それで行ってもらうとか、行ってもらうとそこで全然われわれ直接知らないほかの人たちが、ショップに来ている人たちがたくさんいますが、「えっ、こんなことがやれるの」、だったらわれわれもこんなことができるのではないかという知恵をいろいろ出してくれて、われわれもそのように関わっていると、何かだんだん「こんな知恵があるんだ」と、彼らからすれば福祉の人は、何か彼らのことを支援の対象とばかり見ていますが、何かスタンスが違うのです。

　「ああ、この人やれるじゃない。一緒にやっていけるじゃない」という。そのようなセンスの知恵をどんどん出してくれて、いろいろな機会が出てきているという。まだ小さい経験なのですが、そのようなことがあります。おそらくこれからも地域とか社会の中で、生きていくということが増えてくると、そのようなことをもっと増やしていかなければいけないのではないかと思いますが、意見としていかがなものでございましょうか。

○大谷会長　はい。ご意見としてお聞きしたいと思います。この点はそのような意味では、さまざまな形で地域福祉を推進しておりますし、また、連携をしながら取り組んでいかなければ、就職をしたけれども途中でリタイアするということも考えられますので、促進要因をきちんと分析しながら、さらに就労移行、それから定着というところを進めていくべきだろうと思っております。ありがとうございます。
はい。まだまだ議論があると思いますが、１点、会長として非常にありがたいと思っている点があります。それは、ようやく大阪府内４３市町村で自立支援協議会が立ち上がるという点でございます。必要な人に必要なサービスを必要な量を届けられる地域ケアシステムの要である自立支援協議会が、市町村、小さな町であってもつくっていただいて、そして必要な人に漏れのないケアを届ける仕組みを、この自立支援協議会、市町村でつくっていただけるという、かねてよりお願いしておりました点が、どうやら完成できるということで、会長としては非常にお礼を申し上げたいと思っております。ただ、できればそれでいいということではなくて、もっと本当に必要な人に漏れなくサービスが届けられるような、そのような仕組みをつくっていきたいと思っております。

　それでは議題の障がい福祉計画について、何かありましたらおっしゃっていただいて、また、あとでも結構でございます。最後にまたお伺いするとして、少し議案を進めさせていただきたいと思いますが、よろしゅうございますか。はい。ありがとうございます。

　それでは議案２「平成２４年度の体制、取組について」ということで、先ほど須田委員からご質問があった点についても、順次ご説明をいただけると思っております。どうぞよろしくお願いいたします。

○事務局　地域生活支援課の小森と申します。お手元の資料２‐１をご覧いただきたいと思います。私から協議会の全体の構成をまずご説明させていただいて、後ほど就労支援部会と医療的ケア部会の設置の目的、それからどのような内容をこの部会で協議いただくかについて、ご説明させていただきたいと思います。

　まず、資料２‐１の上段にございますように、現在本協議会につきましては、部会としてケアマネジメント推進部会と地域支援推進部会がございます。この部会の下で相談支援、あるいは地域移行、医療的ケア、表示が少し漏れたのですが、リレーファイルの作成といったワーキングをこれまで設置した上で、もろもろの課題解決に向けた検討をしてきていただいたところですが、来年度につきましては、現行のケアマネジメントの推進部会、地域支援推進部会に加えまして、就労支援部会と医療的ケア部会の新たな２つの部会を専門部会として発足させていただきたいと考えております。

　当然これまでのケアマネジメント推進部会につきましては、いわゆる相談支援体制が平成２４年４月から再編されます。基幹相談支援相談センターなり、障がい児の相談支援事業といったものが新たに創設されます。これに伴って、相談支援に実際に従事される専門員の量的確保、それともう１つ、質の確保が重要です。資質向上に向けた方策を組んでいく必要があります。それとサービスの利用計画を策定するといった大きな課題もございますので、そのような内容について、ケアマネジメントの推進部会でご議論いただければと考えております。

　また、地域支援推進部会につきましては、本協議会、昨年８月の本協議会で少しご説明させていただきましたが、地域移行のワーキングを、それぞれ身体、知的のワーキングと精神のワーキング、これを立ち上げさせていただきたい。特に精神につきましては、これまで退院促進の事業で、「精神障がい者退院促進支援事業運営委員会」という組織がございましたが、これを精神の地域移行ワーキングに再編させていただいて、地域移行につきまして課題なり検討をお願いしたいと考えております。

　特に地域移行を進めていきます場合、地域での基盤整備が大きな課題になっていますので、その整備方策等について、来年度ご議論いただきたい。とりわけ入所施設につきましても、これまでの長年蓄積された豊富な経験と実績を、どのような形で地域に提供していくのか、そこら辺のあり方についても、ご議論いただければと考えております。

　それでは新たに予定しております就労支援の部会につきまして、担当から説明させていただきます。

○事務局　それでは就労支援部会の設置につきまして資料２‐２に沿ってご説明させていただきます。自立支援課の田仲でございます。よろしくお願いします。

　まず、現状でございますが、ご承知のとおり大阪府におきましては、障がい者雇用日本一を掲げまして、ハートフル条例を施行いたしますなど、関係部局が連携して障がい者の雇用促進、就労支援施策を推進しているところでございます。加えて先ほどの説明にもありましたように、府の障がい者計画におきましても就労支援の強化を最重点施策の１つに位置づけて取り組んでいるところでございます。

　さらに障がい福祉計画におきましては、これも先ほどございましたが、福祉施設からの一般就労者数の目標値について、現行の８００人の目標を平成２６年度には、１１００人に引き上げたいと考えているところでございます。

　このように今後、さらに障がい者の就労支援を充実強化していくために、来年度予算におきましては、これまでの障がい者就労サポート事業を引き継ぐ新たな事業として、「障がい者就労支援強化事業」というものを実施いたしまして、就業・生活支援センターを中心といたします関係機関の連携強化を図りながら、これまで培ってまいりました企業開拓、マッチングから就職後の職場定着支援に至るきめ細やかな支援を、行っていきたいと考えているところでございます。

　そこで今回、新たに障がい者自立支援協議会に就労支援部会を設置いたしますのは、関係機関の連携によります地域での支援力を強化いたしますために、市町村との連携協働が、今後、不可欠でありますことから、市町村の自立支援協議会とも連携して、各地域の情報の集約・共有化を図りますとともに地域の課題を集積し、それを府域全体の課題として協議をいただき、政策提言へとつなげていきたいと考えているものでございます。

　現段階で想定しております課題として、福祉施設、あるいは支援学校からの一般就労のほか、福祉施設の工賃向上、大阪府の平均工賃月額と言いますのは、今、全国で最下位ということでございますが、そのようなものをもっと引き上げていきたいと考えておりまして、このような福祉的就労についての支援、あるいは大阪府で推進しております行政の福祉化というものがございます。

　例えば大阪府の庁舎を活用した清掃業務で、知的障がい者の就労支援を行うということでの総合評価一般競争入札でありますとか、訓練現場としての府の施設の提供ということですとか、これも今年度から知事重点事業で実施をしております知的・精神障がい者の非常勤雇用を通じて、一般就労、一般企業への就労につなげていこうという「ハートフルオフィス推進事業」の取組み、あるいは「まちのパン屋さん」ということで、大阪府の施設を無償で提供して、各施設で作られたパンを販売するとか、そのようなさまざまな取組みを進めておりますが、このようなものを市町村にも、ぜひ、展開していきたいという課題がございます。

　また、資料にはございませんが、今後、就労系の障がい福祉サービスの利用に係るアセスメントなどについて相談支援事業所、あるいは障害者就業・生活支援センターとの連携をどのようにしていくのかという課題でございますとか、本年（平成２４年）１０月に施行されます「障害者虐待防止法」の中の、使用者による虐待への対応について、市町村と連携協力体制をどのように構築していくのかなど、多くの検討課題があると認識しているところでございます。

　このような中にありまして、現在の地域の状況としては、市町村の自立支援協議会の中に、１７の市町村において就労支援部会をすでに設置をいただいているところでございますが、今後このような諸課題に対応していくためには、市町村の協議会への就労支援に関する専門部会の設置をさらに進めていただき、それぞれの地域においても、障害者就業・生活支援センターとの連携をはじめ、障がい者の就労支援への主体的な取組みを働きかけていきたいと考えているところでございます。

　なお、部会の構成といたしましては、資料の右側に記載しておりますとおり、支援機関、障がい福祉サービス事業所、行政、当事者、学識経験者、経済団体から合わせて１２名の方々に委員にご就任いただきまして、加えて大阪府の主要な就労支援事業を受託いただく事業者３者に、オブザーバーとして参加をいただきたいと考えているところでございます。

　以上でございます。

○大谷会長　はい。ありがとうございました。

○事務局　地域生活支援課の三浦と申します。よろしくお願いいたします。
　医療的ケアの地域ケアシステム検討部会の設置についてご説明申し上げます。現状のところをご覧いただきたいのですが、近年、高度医療、技術の進展に伴いまして、医療的ケアが必要な超重度の障がい児（者）の方が、施設よりも在宅で増加している。介護家族の疲弊が極めて大きくなっているということで、このような重症心身障がい児（者）の地域生活を支える基盤整備が求められているというところで、お手元の資料２‐３に加えまして、「その他の議題」になりますが、資料４－１の１１ページをご覧いただけますでしょうか。
重症心身障がい児（者）の地域ケアシステム整備事業ということで、先ほど室長からもあいさつがありましたが、知事重点事業ということで、平成２４年度からケアシステムの整備事業を進めていきたいと思っておりまして、その柱として地域ケアシステムの構築のための体制整備ということで検討委員会の設置、それから支援センター事業ということで、受け皿づくりを進めるという２つの柱がございます。

　その中の１つの検討委員会の設置ということで、事業内容にも書かせていただいておりますが、福祉と医療が連携し、地域ケアシステムを構築するための課題及び推進方策を検討しますということで、先ほど委員のご質問にもございましたが、谷間の施策の支援というところで、重症心身障がい児（者）のケアシステムの整備を行っていきたいと考えております。

　資料２‐３に戻りますが、現状のところですが、第４次障がい者計画の最重点施策の１つに、「谷間の支援」ということで位置づけもされておりますし、昨年のこちらの自立支援協議会の地域推進部会として、実態調査の結果を踏まえてご提言をいただいております。その中でもご提言いただいておりましたケア体制の構築、ライフステージに応じた相談支援体制の整備、それから医療との連携等、基盤整備を進めていく方策についてご提言をいただいております。

　今後、下のところに課題がございますが、相談支援体制が不十分、医療と福祉のトータルな支援体制の確立、各機関相互の情報共有という課題に向けまして、本部会、検討部会を設置させていただき、中・長期的な支援体制の構築に向けた課題及び推進方策の検討をお願いしたいと思っております。

　実施内容といたしまして、各地域の情報の集約・共有化、それから市町村の地域課題を集積し、府域全体の課題について協議、また、中・長期計画の施策の提言等をご検討いただきたいと考えております。

　医療的ケアの定義なのですが、下のところに四角で書かせていただいておりますが、たん吸引、吸入、経管栄養、中心静脈栄養、導尿等と呼吸管理等を定義づけております。

　委員の構成といたしましては、全体会委員の方から保健・医療関係２名、重症心身障がい児施設から２名、相談支援事業者等全体会委員の方から１名と、こちらに書いております重症心身障がい者児（者）地域生活支援センターというのは、今、重症心身障がい児（者）の地域生活システム整備事業の中で、各２次医療圏域で拠点施設を設けております。

　その拠点施設を、先ほどご紹介させていただきましたシステム整備事業の中で、研修機関ということで、地域生活支援センターということで事業を委託しまして、そちらから１名出ていただきまして、また、残りのセンターにつきましては、オブザーバーでご参加いただきたいと思っています。

　あと、当事者団体、学識経験者、それから行政という形で市町村の代表、大阪府のほうでは医療、保健、福祉、教育も含めて、関係課が連携して検討できるようにということで、参画していただこうと思っております。

　部会の説明については以上なのですが、少し併せまして、先ほど委員からご質問いただきました「谷間の施策の目標」についてご説明させていただきます。医療的ケアにつきましては、事業の説明の概略図のところなのですが、医療的ケア対応可能な事業所の拡大ということで、対象数６００事業所に対して、専門的研修を実施いたします。

　大阪府内６００事業所で、来年度専門研修をしますが、その翌年にはさらにスキルアップ研修という形で、研修の充実を図っていきたいと思っておりまして、そこでその半分の３００事業所は、医療的ケアに対応していただけるような高度な技術研修をすることで、受け皿の確保を進めたいと思っておりまして、目標値といたしましては、障がい者計画の中で、資料１‐３の１１ページです。施策の谷間にあった分野への支援の充実ということで、数値目標は、平成２６年度は医療的ケア対応障がい福祉サービス事業所３００という形で、３００事業所を育成したいと考えております。

　政令市を除きまして、現在、居宅介護、生活介護、短期入所、児童デイで１６００の事業所がございます。地域システム整備事業で、知事重点を今年度までしている事業所で２００事業所に対して、研修を実施しております。それプラス来年度は６００の事業所を実施しまして、その中でもスキルアップ研修を受けていただいて、目標値として３００事業所が、居宅プラス短期入所、日中の生活介護、児童デイも含めてですが、目標値として、平成２６年度は３００事業所で、受入れをしていただけるような取組みを進めていきたいと考えております。

　それから、発達障がいの関係ですが、目標値といたしましては、資料１‐３の２６ページですが、療育の支援の充実ということで、先ほど小森からございましたが、相談支援の充実ということで、障がい児の相談支援事業所の実施を４３市町村で実施していただくとともに、児童発達支援センターが来年度から制度化されますが、すべての市で設置していただくということ等もありますし、発達障がいのある幼児・児童に対する支援につきましても、具体的な数値はございませんが、今、拠点施設が各圏域にございますその拠点施設で、療育拠点の人材育成機能を強化して、療育の質の向上を図っていきたいと考えております。以上でございます。

○ 大谷会長　はい。平成２４年度の取組みについてご説明がございました。議題を見ていただきますと、あとは報告事項でございます。少しここは議論を厚く取りたい、ご意見をお伺いしたいと思っております。

　まず、１点目でございますが就労支援、少し分けて議論したいと思っておりますので、お願いしたいと思います。まず１点目、先ほどの説明で「就労系のアセスメント」と事務局でおっしゃったかと思いますが、このアセスメントというのは、企業に対するアセスメントですか。それとも障がいのある人のアセスメント、就労の能力と言えばおかしいですが、意欲等へのアセスメントですか。これはどちらの意味でしょうか。

○事務局　障がい福祉サービスの利用に係るアセスメントということですので、その人が、就労移行支援事業所に入るのがいいのかどうかや、そのような施設の利用に係るアセスメントということです。施設から企業に就職するときのアセスメントではなくて、福祉サービスを利用する際のアセスメントということでございます。

○大谷会長　もう一度、お願いします。福祉サービスを利用する際のアセスメント、就労系サービスを利用するときの？
○事務局　各市町村がサービスの支給決定を行うわけですが、その支給決定を行うための利用アセスメントということでございます。現行の制度では、いったん就労移行支援事業所に入って、暫定支給決定という期間があり、その暫定支給決定の期間の中で、その人が就労移行支援事業所に適しているのかどうかという判断をするということが現行の仕組みなのですが、それが今後、その基幹相談支援事業所が各市町村に設けられたときに、相談支援事業所で就労系のサービスについても、サービス等利用計画を作って、その利用のアセスメントをしていこうという方向性がございますので、それをどのようにきちんとやっていくかという検討が、今後、必要になるということで申し上げたところです。

○大谷会長　もう少し詳しく教えてほしいのですが、今、自立支援法の就労支援、就労移行支援事業所にいったん行って、それで不可であればＢ型を利用するとか、そのような仕組みで今は提供されていますね。取りあえず就労移行がいったん妥当かどうかという。そのアセスメントをするということですか。それはそこへ移行する人に対してアセスメントをするのではなくてその事業所に対してですか。

○事務局　いえ。その当事者の方に対するアセスメントです。

○大谷会長　要するにそのような障がいのある方が、その就労移行に適しているか否かというアセスメントをするということですか。そのようなアセスメント票を作りたいと。

○事務局　制度的に今、相談支援事業所は、就労系のそのサービスの利用に係るアセスメントには関与していないということが現行の仕組みなのですが、それが来年度から３カ年の間と聞いていますが、就労系のサービス利用についても相談支援事業の中で、サービス等利用計画をつくっていくという流れになっているということですので、その中で障害者就業・生活支援センターとの連携を、どのようにするかということも課題として挙げられておりますし、それをどのように進めていくのかということが、今後、課題になってくるということで申し上げたところです。

○大谷会長　少し私が勉強不足なのかな。申し訳ないです。就労移行のアセスメントについても、相談支援の計画の中に入るというのは、そのようなことなのですか。少し違うような気がするのですが、一般のいわゆるサービス等利用計画（案）というのは、福祉サービスを利用する際に、言わば相談支援専門員が計画をするわけですね。それでサービス等利用計画を作るのですが、就労移行というものをうった場合は、そのアセスメントをできるその票をつくるということですか。相談支援専門員がそこのところもしなければならないということを、意味しているのですか。

○事務局　すみません。法が改正されまして、平成２４年４月から平成２６年度までの間に、基本的に障がい福祉サービス、すべての障がい福祉サービスを利用しておられる方々について、サービス利用計画（案）を相談支援事業所、いわゆる特定の相談支援事業所で作成しなさいという。このような形になっております。

○大谷会長　はい。なっています。

○事務局　ですからいわゆる就労系のサービス利用が適切かどうか、このアセスメントをした上で、サービス等利用計画（案）を作って、それに基づいて支給決定を市町村でされるという。そのような手順になります。

○大谷会長　でも、それは少し違うのではないですか。いわゆるサービス等利用計画を利用したいという本人支援が基本で、それが適切かどうかということは、それは本人の問題であり、だから駄目だという話にはならないだろうと思います。

　だからそこのところの運用を、少しそのアセスメントをやって、この人はまだ就労移行は無理だというレッテルを貼ることが、その意味だとすれば、それは少し趣旨が違うだろうと思いますがどうですか。

○事務局　当然、サービス利用計画（案）を作成する場合には、当然ご本人さんのご希望を踏まえて、サービスの組み合わせを相談支援事業者で考えていただいて、ご本人さんが就労移行支援事業をご希望されてから、その事業を実施されて今度次の段階で、再度またアセスメントを、いわゆる個別支援計画を作成するためのアセスメントはされます。

　それで就労Ｂ（就労継続支援Ｂ型事業所）がいいのか、一般就労なのか、就労Ａ（就労継続支援Ａ型事業所）なのかという。そこでの計画づくりのためのアセスメントは、当然のこととしてされます。

○大谷会長　だから駄目という話ではないですね。

○事務局　そうです。

○大谷会長　そうですね。だから１つは、本当のサービス等利用計画、本人支援、私は非常に危機感を持っていまして、本当にその人が主体になれるような計画（案）が作れるのか。やはり本人の意向をきちんと踏まえたような、これは少し語弊があるかも分かりませんが、厚生労働省がいうパッケージ化されたサービスで、これで一丁あがりと。しかも就労はあなたは無理ですというような。そのようなものに少し使われるというのは、少し違うだろうと。僕は、その職場に対するアセスメントをするのかなと思います。要するに、フランスの就労部会というのはＩＣＦ（国際生活機能分類）の視点で、何があれば就職できるのか、そこを職場のアセスメントをして、促進要因と阻害要因を分析して、障がいを受ける人をどのようにすれば迎えられるか。それは企業側の努力であり、本人努力で「あなた無理やで」とかいうのは、旧来型の支援なのです。

　本人の問題に帰結させるのであれば、それは支援と言えないですね。「能力がないのだからあなたは少し難しいで」というありようは、やはりそれは間違っていますし、そのようなところをどのように支援できるかが専門職であり、それのアセスメントをしなければならないのであり、企業のそこに合わせるような、そのようなアセスメントであってはならないだろうと。むしろ企業のほうにアセスメントをしっかりできるようなＩＣＦの視点を開発するほうが、私は雇用という意味では優れているのかと思っています。少し思いが強過ぎて申し訳ありません。一応意見として、分かりませんでしたので聞きました。ほかの委員の方、はい。どうぞ。

○委員　今のお話と関連するのですが、実際、企業への就労ということをやっていても、言えば障がいを持った方の中でも、たいした支援をしなくても就職できる人もたくさんいますし。

○大谷会長　もちろん。

○委員　一方で、一般企業への就労というのは、向かない方もいらっしゃるのでしょうが、支援の対象の方というのは、基本的にその間ではないですか。境界と言いますか、どちらにも属さない境界にいるわけです。その境界の人というのは、こちらの支援者のほうとか、今おっしゃったような企業のいろいろな工夫ということで、それが、仕事がうまくできるのかできないのか、それを決めるのはその支援であるとか、職場であったわけです。実際にやっていて、例えばわれわれ支援者も企業とどれだけネットワークを持っていて、企業に対してどれだけ言えるのかとか、そのようなことがあるとかなり境界の人の中で難しい人でもいけることもありますが、それがないとその境界の人でわりといける人でもうまくいかないことになってきますから、そこのところに焦点を当てないと、おっしゃったように本人だけのアセスメントをやっても、あまり意味がないのかと。これは実感として思いますがいかがですか。

○大谷会長　はい。これは要望としてお願いしたいと思います。要するに障がいが軽度だからいけるとか、障がいが重いから駄目だというのであれば、地域生活はできないわけです。どれだけ重層的に、その人を支える仕組みがつくれるかということがポイントであり、その本人の重軽、障がいの程度をアセスメントして、適性うんぬんというのは、これはやはり間違っていると私は思います。

○事務局　少し一言。すみません。自立支援課長の西口と申します。よろしくお願いします。就労支援を担当している課長でございます。会長がおっしゃるとおりだと思います。

　今、われわれは今年度末で終了する。また、来年度以降継続して実施する就労サポート事業、来年度は「就労支援強化事業」といっておりますが、この事業の中では個人の適性、あるいは意欲等々をきちんと把握をした上で、この人であればどのようなことができるかということで、いろいろな企業に対して就職のあっせんと言いますか、紹介をやっております。

　その企業を開拓するに当たりましても、単に就職させてほしいとかいうことではなくて、この人であればこの企業のこのラインを、このように改善をすれば十分やっていけるのではないですかという、提案型の企業開拓をやっております。そのようなことについて、もっといろいろなアイデアがないかどうか、あるいはそれぞれの地域でいろいろな取組みをやっていただいていると思いますが、それぞれの地域の取組みの情報の共有というのが、なかなかできていないということも１つの課題であります。

　そのような課題について情報の共有を図りながら、この地域ではこのような取組みもやっています。あるいはこの地域ではこのような進んだ取組みをやっていますよ、そのような情報交換をすることにより、また、その地域に持ち帰っていただいて、新たな取組みもできるかと。そのようなことも目的に掲げさせていただいておりまして、会長がおっしゃるような方向で十分考えさせていただいております。

　先ほどのアセスメントという言葉は、若干誤解と言いますか、少しアセスメントという言葉が前に出すぎていたような気がしますが、おっしゃるように当事者というよりも、むしろ企業に対するアセスメント、これが一番重要かと思っております。以上でございます。

○大谷会長　はい。ありがとうございます。就労１１００人の目標を、ぜひ、達成していただきたいという思いでございますので、どうぞよろしくお願いします。あとの委員の方、せっかくの機会です。はい。どうぞ。

○委員　この就労支援部会は、この自立支援協議会がスタートしまして、ずっと要望してまいりました。ぜひ、この就労支援部会、専門部会を設置していただきまして、それぞれの市町村、圏域では就業・生活支援センター、あるいは地域の自立支援協議会でも就労部会がありますが、やはり大元のところで、労働と福祉と保健、教育、そのようなところのコンセンサスというか、そのようなものが後ろ盾にありますと、それぞれの地域での就労支援は非常に進めやすくなります。ぜひ、これを作っていただきたいというのを長年要望してまいりまして、やっと平成２４年度からできるということでございます。

　この中で「雇用日本一」という目標がございます。その中でわれわれは、大阪府内の就労支援事業をやっているものが今１８センターございますが、平成２２年度の就職件数が８４４件ございます。この数字というのは日本一です。大阪の就業支援センター事業は、ずっと実績的には日本一の状況を続けてまいります。そのような形で、この就業支援センター事業を、さらに充実させていただければ、この当初の目標の１１００人にもたどり着けるかと思っています。

　この目標というものがあれば、それに対する手段と言いますか、整備と言いますか、それぞれの事業体、あるいは先ほどの話で言えば、個人の努力に帰すという形ではなくて、やはりそれぞれの方の思いというか、働きたいというそのような気持ちを、具体的にしていくにはどのような資源が必要なのか。就労移行支援事業をがんばりなさい、それだけではなくて、先ほど委員がおっしゃいました施設外就労といった手段をいろいろと用意をしていただきながら、できるだけ多くの人たちが、就労に対して意欲を高めていただきまして、また、働いても心配すること不安も少なくなりますということで、この目標数字というのは、やはりスタートラインと言いますか、就職した最初のところの数字です。

　本来一番必要なのは、そのあと２年、３年、５年、この人たちが地域で今も働き続けていますよということを本来は最終目標として、いったん就職したのですが、また戻ってきて同じ人が、また、２年目にカウントされるということではなくて、やはりこの１１００人、数字が挙がってきた裏側には、緊急雇用という国の緊急対策がございまして、６カ月とか短期の雇用がカウントされているということです。

　そのようなことも踏まえながら、大阪府の障がいのある人たちが、長く働き続けられるにはどのようにすればいいかという課題、先ほどの企業側のアセスメントの課題、いろいろと課題をさらに挙げていただきまして、それらを解決していきながら、この目標に対していかに近づいていくかということを検討していける専門の場で取り上げる機会ができましたので、非常にありがたく思っております。

　構成委員の中に、特別支援学校等からの就職という課題もございますので、教育委員会が入っていませんので、やはり特別支援学校の進路を担当する方が入っていただきまして、この成人の目標ではなくて、幼少時から将来働くことに対する課題の整理であるとか、あるいはそのようなことを各地域に返していただいて、一般企業就労だけではなくて、家庭内でのいろいろなお手伝いであるとか、自分で生きることができるには何が必要なのかということを、いろいろと課題に出していただきまして、それぞれの領域が少しずつ整備されてくると、本人の課題が少しずつ減ってくるように思われます。

　それを障がいのある人が、全部自己責任でやらなければならず、もう働くのがしんどいですという人が出ないように、そのような課題を周りで取っていくような仕組みを、ぜひ、作っていただければと思います。

　その流れの中で、これまで精神障がいの方の社会適応訓練制度というものがございましたが、あれは非常にいい制度で、６カ月、長期的に本人さんのリズムとか把握していただけますので、あのようなものを残していただいて、あるいは精神（障がい）だけではなくて、知的（障がい）、身体（障がい）、あるいは発達（障がい）の人、そのような人たちも使えるような制度にすることで、それで企業との接点もいろいろ増えてくると思います。

　今、いろいろなところで課題になっているのは、実習の際の交通費、わずか１日４００円とかそのようなものですが、それを出すのが少し難しいですよという声がありますので、そのような交通費の補填とか、そのような制度もいろいろと整備させていただきますと、私も実習に行きたいという人も出てきます。あるいは「就労移行支援をがんばってください」という掛け声だけではなくて、その隙間にあるいろいろなものをあぶり出しながら、そこを充実していけば、大阪府内の障がいのある人が、１人でも多く企業で働けるようになります。

　そのような目に見えるようなプランを、この就労支援部会でつくっていければと思います。平成２４年度に向けて設置を企画していただきまして、本当にありがとうございます。以上でございます。

○大谷会長　はい。ありがとうございます。どうぞ。

○委員　今、委員から指摘された件で、僕はどうしようかと今思っていたところでしたが、教育関係者が大阪府に入っていないということもありまして、本来、地域は支援学校、今、大阪府立は商業コースということで、就労支援に向けてさまざま取り組んでおりまして、マニフェストも教育委員会、知事もそうですが、重点施策ということで掲げる中で、教育関係もがんばっているところなのです。

　大阪府の今回の協議会の中で構成委員は、やはりすでに決まっているわけで、遠慮しようかと思っていたのですが、やはり教育関係のところは、少し入れていただくのがいいのかなということは思っていますが、私どもの支援学校が入らなければ、教育行政が入るなりというところも、考えていただくのがいいのではないでしょうか。

○大谷会長　はい。いかがでしょうか。

○事務局　失礼します。先ほどのご説明のときに、少し省略して説明させていただいて、大変申し訳なかったと思いますが、委員構成候補ということで書いてございます中に、行政からのメンバー５名ということで書いておりますが、大阪府の構成委員としましては、商工労働部の雇用対策課、それと大阪府の教育委員会の支援教育課ということで、メンバーに入れる形で考えておりますので、そのような意味では、当然支援学校からの就労ということも入れて、施設からの一般就労、支援学校からの就労と双方をこの部会の中で、協議検討していきたいということでございますので、よろしくお願いいたします。

○大谷会長　はい。ありがとうございました。また、先生にお願いするかも分かりませんので、よろしくお願いしたいと思います。ほかに。はい。どうぞ。

○アドバイザー　先ほどの就労支援部会の構成のメンバーについて、私からも少し聞かせていただきたいのですが、１つは、資料に記載されているように、地域の状況として、１７市町村の自立支援協議会で１５の就労支援部会が立ち上がっていまして、地域で活発に議論されていると思いますが、それが大阪府の部会のメンバーにどのように反映されているのか、市町村の就労支援部会の人たちの声というものが、どこにどのように届いていくのかということです。

　それからもう１つは、やはり福祉のメンバーの枠内の構成のようで、経済関係の委員が大きなところから１人だけということでは、いわゆる福祉と一般社会との橋渡し連携と言いましょうか、向こうサイドと言いますか、福祉以外の分野がどのような観点を持っていらっしゃるのか吸い上げにくいように思いますが、その辺はいかがでしょうか。

○大谷会長　はい。事務局でよろしいですか。まず、１点目は部会をつくっていただいているところが１７市町村ありますが、その声をどのように反映できるようになっているのですかということです。２点目は企業の代表の方を１名ですが、もう少し入っていただく必要はないでしょうかというご提言でございます。

○事務局　はい。ここに書いておりますのは、あくまで構成委員候補ということで、これだけということで決定しているものでもございません。取りあえず４月からの立ち上げという形では、このような形でいきたいと思っておりますが、１７市町村で部会があるということではございますが、まず、各市町村に部会ではどのような活動をされているのかですとか、まだ、設置されていないところについて、設置を働きかけていきたいと思っています。

　もう１つの医療の部会で、各市町村のブロック代表という形でのオブザーバーで参加ということになっておりますが、そのような形に習うということもあるでしょうし、各市町村との意見の吸い上げと言いましょうか、そのようなものをきちんとできるような形というものを考えていきたいと思います。

　企業の代表ということでも、関西経済連合会からお１人ということで、当面は考えておりますが、先ほどからご意見をいただいておりますように、企業サイドへの支援というか、マッチングをどのようにしていくかというところは、一般就労に当たって極めて重要なところでございますので、そこをより充実させていくということについても、われわれは検討していきたいと思います。

○大谷会長　はい。事務局からお答えいただきました。検討をさせていただきたいということでございます。１７市町村はまだ立ち上がったばかりなので、そこのところのしくみとしてどのようにするかということは、取り組みたいということでございます。

　それから固定ではありませんので、そのような要望を含めて今後検討をさせていただきたいということでございます。どうぞよろしくお願いいたします。

　はい。では、どうぞ。

○委員　先ほどのアセスメントの話も含めてですが、医療ケアの部会はこれまでのワーキングの活動の上に課題がされていくと思いますが、就労部会については、部会が初っぱなになると言いますか、先ほども課題がいろいろ挙がっていました。そこら辺の地域でやらなければいけないことの情報の混乱とか、課題がまだ不明確で、誰もが把握しきれていない状況があると思います。

　この部会を今回作っていただいて、非常に僕も力強く思っていますが、あまり多く開かれることは難しいと思いますので、まず課題を、集中したものにしていただきたいと。就労全般でやっていくと本当に議論が散漫になり、まして福祉的就労と一般就労のことも込み込みになっていますので、そこら辺を一挙にやってしまうと全然議論にならない。それぞれ立場の違う人も来ますので、飛び散らないように、本当に集中したテーマをタイムスパンで設けていただきたい。

　例えば何年間の間でこれだけの議論をするのだという形での方向性を、ぜひとも部会の中で、僕も委員として入らせていただく限りは、お手伝いさせていただきますが、明確にやっていっていただきたいという要望が１つと質問がもう１つ、就労移行支援事業者の方々は、この中でどのような形でここの部会に意見なり、要望なりの声を届けることができるのかということです。

○大谷会長　はい。質問ですが、いかがでしょうか。答えていただけますか。

○事務局　はい。今、委員からのご意見、ご要望でございますが、まず、部会ですが、できる限り開きたいと思いますが、限度というものがございます。おっしゃるように、しっかりとテーマ設定であるとか、目標を決めて進めていきたいと思います。

　就労移行支援事業所の意見をどのように入れているかということですが、まず、１２名の構成といたしましては、障がい福祉サービス事業者等ということで、３名入っていただく中で、１つ考えておりますのが、箕面市障害者事業団、これは主に知的障がいの方ですが、２２年度の実績で言いますと、年間の就労者数が府内の事業所で最も多いということもあり、かなり活発に取組みをなされているということで、入っていただきたいと考えております。

　もう１つは、ＮＰＯ大阪精神障がい者就労支援ネットワーク、こちらは精神障がい者に特化して、医療機関との連携で、際立った就労実績を挙げておられてかつ精神障がいの方は、就職後の定着率も悪いと。一般的にはそのような数字のデータがございますが、このＪＳＮから就労をされた方については、定着支援もかなり丁寧に行われているということもございまして、定着率も高いという意味で、精神障がいの就労を今後進めていくために、ぜひともこのような取組みを広めていきたいという観点で、入っていただいているところです。

　そのほかの就労移行支援事業所の方のいろいろなご意見ということについても、具体的にどのような方法でということは考えていきたいと思いますが、例えば昨年度大阪府で府内の就労移行支援事業所の調査と言いますか、そのようなものをさせていただいております。そのような形で意見を府で把握をして、ご提供をするとか、いろいろな方法はあると思いますので、意識をして考えていきたいと思います。

○大谷会長　はい。ありがとうございます。また、委員は構成委員の候補になっておりますので、ぜひ、反映をしていただければと思います。

　それでは「医療的ケアの取組みについて」何かご意見等ございませんでしょうか。

○委員　先ほど事務局からご回答いただきましてありがとうございます。１つは医療的ケアの必要な障がい者が、施設よりも在宅で増加しているということでございます。先ほどの施策等も、いわゆる６００事業所を増やしていくという１つの数値目標も出されていましたがどうなのでしょう。いわゆる在宅が増加して、訪問介護サービスが必要になってきている医療的ケアの人たちに対してという、いわば施設側のバックアップ体制がありますが、マンパワーとして、医療的ケアのさまざまな内容項目によっては、看護師がやっていかなければいけないというところが、すごく出ているわけです。

　今度４月の省令改正もありますが、限られた範囲でということになると思いますので、いかんせんやはり超重度重症児というところの部分で言えば、看護師のマンパワーの確保とか、訪問看護サービスとか、派遣とかいうところが出てくるのかと思いますが、その辺りのところが少し見えないのですが、もし、その辺りの施策等があれば教えていただければと思います。

○大谷会長　はい。大丈夫ですか。

○事務局　地域生活支援課の三浦です。訪問看護師の確保の問題につきましては、今年度の事業では、訪問看護ステーションに対しての、昨年度今年度と研修事業をしていたのですが、健康医療部で保健所を中心として、「高度在宅医療児ネットワーク推進事業」というものがございます。

　看護師確保ということで、訪問看護事業者に対する研修、それから医療機関の連携、高度医療機関と地域の医療機関との連携ということで、健康医療部での施策が、看護についても進められているということで、今回、福祉選択議論になりましたが、医療と福祉のトータルプランという形で、一体的な府としてトータルな支援体制、それから施策の計画ということを整理するようにということで、知事からも総務部長からも宿題をいただいております。

　そのような形で今回、委員会で行政のメンバーがすごく多いのですが、横断的にそれぞれの施策、教育委員会でも支援学校を中心として、医療的ケアについてもされておりますし、また、健康医療部でも先ほどご紹介いたしましたように、本当に医療のほうで進められているところがございます。そこと福祉がどのようにつなげていくのかという形で、この部会でトータルなプラン整理ということで、障がい者計画も今後１０年で、最重点施策として進めていくべき方向性の政策提言をいただければと思っております。

　委員がおっしゃっていただきました訪問看護のマンパワーの確保、マンパワーの育成ということにつきましては、今、一応事業の住み分けで、健康医療部で来年度からも引き続き地域医療再生計画の中で、交付金事業として健康づくり課で実施しておりますので、そこと併せてタイアップしていきたいと思っております。

○委員　はい。ありがとうございます。今、非常に私が思っていることをおっしゃっていただいたので、それで結構だと思います。要はいわゆる健康医療の部分と福祉、もう１つ言えば、このような医療的ケアを抱えている教育分野のところと、この３つが横断的に、施策展開をしていただくことが必要だと常日ごろから思っておりまして、そこがどうしても行政サイドでは当然、縦になりますが、この医療的ケアを必要とする今後の在宅医療の進展ということが、非常に大きなものでございまして、さまざまにそのような子どもたち、あるいは成人の方々が在宅にいらっしゃるという、この辺りのバックアップ体制としては、ぜひ、このように横断的にやっていただければ、ありがたいというのが私の希望でございます。よろしくお願いしておきます。

○大谷会長　はい。ありがとうございます。期待をいただいております。はい。どうぞ。よろしくお願いします。

○委員　医療的ケアに関しましては、実は私も相談支援センターで従事していますが、例えば学校に行かれているときは学校の中で看護師さんがいて看護してもらえます。ただ、夏休みとか長期の休み、放課後とかであれば、本当であれば児童デイサービスとかが使えるのですが、その子どもに医療的ケアが必要なためにそれが使えない。大人もそうなのですが、医療的ケアが必要な障がいを持っている方が、デイサービスやショートステイを利用できないというのが多々あるわけです。

　このような状況だと子どもに対する介助は、ずっとお母さんがしないといけないわけですので、本当に怖いこと、例えば家にいて呼吸器を付けていて、呼吸器の警告が鳴っていてもなかなか動けないという、本当に怖いことが起こっている現状があるわけです。ですからまずは在宅に関しては、お母さんが力尽きたときに、レスパイトができるような、そのような医療的ケアをしてもらえるようなデイサービス、ショートステイの拡充を、考えていかないといけないのかと思います。
あと、ヘルパーさんに来てもらって介護してもらっているのですが、中には看護師さんとか、お医師さんとかの指導を得て、法律ぎりぎりの線で医療的ケアをしているという方もいらっしゃいます。今年になってやっと吸引とか、吸たんとかの演習がやれて、やっと最近ヘルパーの管理者とかコーディネーターとかも、それを受けることが必須になりました。それをもう少しすそ野を広げていただいて需要がある、必要な方がおられたら、それに関わるヘルパーは、そのようなことを受けることを義務化していかないといけないのかと思います。その辺のことを少し考えていただきたい。この２点をお願いしたいと思います。

○大谷会長　はい。ありがとうございます。まず、１点目、委員がおっしゃった中で、やはり府で解決できることと、国、制度で解決していかなければならないこと。ここは少し区別をさせていただきたいと思っておりますので、そこは要望として国に、今、おっしゃっていただいたことは挙げていかなければならないだろうと思っているところで、本当に委員がおっしゃるとおり、課題が山積していることが目に見えているわけです。その中で府としても、それに取組みをされてきましたので、そこのところレスパイトも含めて少し説明をしていただければと思います。

○事務局　レスパイトにつきましては、本当に最重点で整備していかなければいけないと思っております。今回も正直医療機関でのレスパイトを受けていただけるところを増やしたいということで、そのモデル事業も要求してきたのですが、まだ、医療機関とか市町村の役割分担とか、調整がつかずということで、少し課題が多く見送ることになっていますが、引き続きショートステイの整備促進というものは取り組んでいきたいと思っています。

　あと、児童デイにつきましては、来年度の事業指定で、児童デイが来年度発達支援という形になっていきますが、訪問看護事業所の方で、児童デイをして、医療的ケアを受け入れていこうという事業所も少し増えてきております。そのような形で、先ほど委員がおっしゃってくださったすそ野を広げていって、少しでも受入れしていただけるところの事業所の拡大に向けて、がんばっていきたいと思いますので、今後ともよろしくお願いいたします。それからたん吸引につきましては、小森のほうから説明させていただきます。

○事務局　はい。昨年、「介護福祉士法」が一部改正されまして、介護職員について、経管栄養とたん吸引、この範囲なのですが、これについて一定の研修を修了された場合、２４年４月から可能となっております。大阪府で今年度、まず、医療行為をされる指導者の養成ということで、４００名強の指導者養成をすでに終了して、その指導看護師さんについては、現在４２０名程度いらっしゃいます。

　それとその方々の指導を受けて、現在、介護職員さんの研修を実施しておりまして、ちょうど実施研修中なのですが、５００名定員の中で、試験をしていただいて落ちた方もいらっしゃいますが、４６名ほどの方を現在養成しております。

　ただ、この方々は今年度中に、大阪府の修了証と併せて、そのような行為の認定証を交付させていただいて、４月から現実に実施いただくのですが、当然のこととしてヘルパーさんもいらっしゃいますし、日中活動系の事業所からも研修参加いただいておりますので、今後、居宅介護、重度訪問介護、それから日中活動系の生活介護なり、実は児童デイの職員さんも参加いただいておりますので、そのような方々が２４年４月１日以降、限られた範囲ですが医療的ケアに従事いただけます。

　ただ、要件として必ず、いわゆるかかりつけ医もしくは主治医の指導の下、それと訪問看護と看護師さんと連携した、このような体制の中でやっていただくという条件は付いておりますが、そのような形で進めていきたいと考えております。今後、養成につきましては、大阪府内でそのような人材の養成をしたいという。研修機関を登録させていただいて、人材の確保に努めていきたいと考えておりますので、よろしくお願いします。

○大谷会長　はい。物事は一長一短、すぐできる内容であればいいのですが、なかなか遅々として歩みが進まないという場合もございます。ただ、あきらめることなく、１０年であろうが２０年かけても必要なものは、その整備を図っていかなければならないと思っております。

　１つのポイントは、やはりシームレス支援のための医療パスです。医療の必要な方は、それがないと生きていけないということは、子どもから大人までずっと一貫しているわけです。ところが、退院してしまうと受け皿がない現状にありますので、これから作っていかなければなりません。

　その地域の自立支援協議会で、児童デイから、大人に移行するときに一貫して支援できるような、どのような薬を飲んでどのような医療的ケアを受けているということを、親が何回も説明するのではなくて、一貫してつながっていけるような医療パスの仕組みを、地域の中に受け皿として、作っていくことが必要です。これが教育関係で言えば個別支援教育と連動して、夏休みあるいは春休み、どこでどのように過ごすかというところもフォローしていければいいのではないかと思っております。

　ただ、まだまだ始まったばかり、在宅の医療というものはなかなか整備が進みにくいという側面がございますが、やはり必要な人に必要なサービスを届けられるような仕組みが、どのようにあればいいのかということは、少し今後とも手厚く議論を進めていかなければならないのだろうと思っております。まだ、委員の中には言いたい方もたくさんいらっしゃると思いますが、いったんこれで２の議題は終わらせていただきます。
○委員　次年度から新しく始まる就労支援部会と医療的ケア部会のご報告ご検討がありました。委員構成等も含めて、案が出されているわけですが、ほかの部会、ケアマネジメント推進部会、地域支援推進部会も、次年度に少し再編成があるということで、地域移行ワーキング、身体、知的、同じくワーキング推進ということで、２つのワーキングができるという図を示していただいております。

　この辺りがどのような委員構成になっているのか、８名という非常に少ない人数の中でこの２つの、もっといろいろな方が加わってこられるのだと思いますが、この辺りの委員構成ですとか、あるいはどのような今年度に引き続いての課題を検証していく予定なのかとか、その辺り今現段階で分かっている部分で結構ですので、少し詳しくご説明いただければと思います。

○大谷会長　はい。答えていただけますか。

○事務局　はい。ケアマネジメント推進部会１０名と地域支援推進部会８名については、現状の部会の構成数になっております。ワーキングは正式には決まっていませんが、これまでの精神障がい者の退院促進支援事業運営委員会が、地域移行ワーキングの精神の分野に移りますので、その関係でこの８名につきましては、若干、数字を修正させていただく可能性もございます。取りあえず今、お示ししている数字は、現在、就任いただいている委員の数ということで、ご理解いただければと思います。

　また、それぞれどのような内容について議論するかということなのですが、例えばケアマネジメントの推進部会につきましては、先ほど会長からもご指摘ありましたが、いわゆるサービス等利用計画をこれから相談支援事業所が、まずは、案をつくらなければいけないということが非常に大事な内容になります。例えばサービス等利用計画作成マニュアルといったものが必要なのかどうか、これについては部会とご相談させていただいて、その点の議論を進めたいと考えております。

　地域支援推進部会につきましても、地域移行のこれまでの状況、それから今後、進めていくに当たってどのような課題があるかということは、大阪府で集約させてもらった情報を部会に提案させていただきます。特に今、私どもが考えておりますものは、いわゆる受け皿である基盤の整備方策について、何とか整備計画的なものができないのかという考えがございますので、これもまた部会でご相談させていただきたいと考えております。

○大谷会長　はい。どうぞ。

○委員　ありがとうございました。受け皿の基盤整理を重点的にということなのですが、とりわけ精神障がい者の地域移行の場合、受け皿という部分も継続的な課題にあるかと思います。出す側、要するに医療側が、どのような形で地域に入院している患者さんたちを、地域に移行していくことができるのかという辺りが、長年の課題となっております。

　大阪府のやっていただいていた退院促進事業が、非常にいい形で成果を挙げましたのは、１つには、やはりその辺りの体制です。医療と行政と地域、この３者が連携をしてやっていくという形、システムがあったからこそ、あのような成果があったのだと理解しております。ですからその辺りのことを考えますと、受け皿の部分だけを考えていても、精神障がい者の地域移行は進まない。むしろ後退すると危惧しております。

　このワーキングの中で、医療のほうからもご出席があったと聞いておりますが、退院促進事業の運営委員会の委員構成等について、お考えをお聞きしたいと思います。

○事務局　はい。本日お配りしております資料４‐１を参考にしながら少し説明させていただきます。２ページの②としまして、「精神障がい者の地域生活移行・自立生活サポート事業」がありますが、実はこれまで大阪府が退院促進事業として、実施しておりました一番重要な事業が医療機関への働きかけです。

　これについて引き続き自立生活支援センターと相談支援事業者に、地域体制の整備コーディネーターを大阪府の委託により配置いただいて、精神科病院、市町村、相談支援事業者さんと連携をしながら、精神障がい者の地域生活への移行、退院後の自立生活を支援するということで、病院やそのスタッフに対する働きかけ、それから患者さんに対する地域生活の情報提供等々、そのような活動は引き続き実施するという形で考えております。

　地域移行ワーキングの精神分野のワーキングの構成につきましては、現在、検討中でして、できるだけ精神の退院促進事業の運営委員会で、ご参画いただいている方々について、配慮した形で構成させていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いします。

○大谷会長　はい。また、意見があればおっしゃっていただきたいと思います。あと「報告事項」がございます。よろしくお願いしたいと思います。

○事務局　それでは資料３‐１、すでに一度各委員の皆さま方にお配りさせていただいておりますが、今後の地域移行、地域生活支援推進方策ということで、各市町村に大阪府から提案させていただいております。現在、府で今月、２月２日から開始して２９日までの間、それぞれの市町村と個別にこの提案を受けて、それぞれ市町村でどのような取組みをされているのか、現状把握のためのヒアリングをやっております。

　内容としては、自立支援協議会の専門部会を置かれるかどうかや、相談支援体制はどのような形で来年度進めていこうとされているのか等々を、聞かせていただいていますので、あらためてそのヒアリングの調査結果を集約させていただいて、各委員の方々に結果を送らせていただきたいと考えております。

○大谷会長　はい。ありがとうございます。続けてお願いいたします。

○事務局　はい。地域支援課の那須と申します。

　続きまして地域自立支援協議会連絡会の開催状況ということで、資料３‐２になります。この自立支援協議会の機能の１つといたしまして、地域課題の収集があるということで、これまで情報収集のための連絡会を、圏域ごとに開催してきましたが、少し議論が深まらないということもございまして、今回は地域の自立支援協議会から集めさせていただきました課題を、一定、事務局で集約いたしまして、資料３‐２にありますように、一定の基準で分けまして、テーマを３つに絞って開催させていただきました。

　１つが医療的ケア、２番目がライフサイクルに応じて連続した支援について、３つ目として障がい者虐待防止権利擁護についてということで、このテーマに絞って開催いたしました。

　そのうちの２につきましては、連続した支援に取り組んでいただいている連続した支援というのは、就学前から就学期、学校卒業後というライフステージの切れ目のない支援がテーマなのですが、例えば宮崎県では「リレーファイル」というものをつくっておられましたので、そちらで中心として取り組まれた相談支援事業所の方にお聞きしまして、取組状況をご報告いただきました。

　これを受けまして、大阪府の自立支援協議会として、大阪府版のリレーファイルをつくってはどうかということになりまして、ご参画いただきました地域の自立支援協議会と、この全体会の委員さまにも構成メンバーとして入っていただきまして、あと、府でも子ども家庭センターと支援教育課も参画しまして、取りまとめたものが資料３‐４にございます『わたしのライフブック』という冊子でございます。

　これは支援機関の引継書というよりも、本人、あるいはご家族がさまざまな情報をいろいろなところに説明する場も多々あるということで、あらかじめ記入して、その説明の機会にご活用いただくということで、本人、またはご家族が中心となって使っていただくという視点で作成しております。今後、地域の自立支援協議会への１つの取組みの例、１つのモデルとして提案をさせていただこうと思っております。

　あと、資料３‐３が、ケアマネジメント推進部会のもとに相談支援ガイドライン策定ワーキングで議論いただきまして、ほぼ、最終案の取りまとめ段階となっております。例えば今、日本相談支援専門員協会で、国の補助事業として、サービス等利用計画の、例えば標準様式とか、そのようなものの策定に取り組んでおられるということで、これに追加することができればこれに加えさせていただいて、最終的には府の自立支援協議会の相談支援ガイドラインということで、市町村、地域自立支援協議会、あるいは相談支援事業者に、印刷して配布したいと考えております。

　今後、ケアマネジメントが重要になるということで、相談支援のあり方とか、一定の支援事例の参考例になるようなものを加えさせていただいております。以上、資料３‐１、２、３、４までのご説明です。

○大谷会長　はい。続けてどうぞ。

○事務局　資料４‐１は、来年度大阪府の当初予算（案）ということで、特にページ数でいきますと８ページ以降に、知事の重点事業はじめ障がい者の地域生活支援対策整備事業等、事業概要を掲載させてもらっております。また、資料４‐２につきましては、「障害者虐待防止法」が今年の１０月１日から施行されます。これに合わせまして府の現在の虐待防止の取組みを整理させていただいた資料でございます。

　もし、何かご質問等ございましたら、この会議終了後でも、後日でも結構ですので、お問い合わせいただきましたら、お答えさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

○大谷会長　はい。報告事項として成果物が出ております。先ほどの医療パスではないですが、『わたしのライフブック』このようなものの活用も考えながら、個別支援を考えていきたいと思っております。

　それから日本相談支援専門員協会の原案を見ますと、介護保険のサービス利用計画とほぼ似たようなものになっておりまして、これでは本人支援という、この相談支援の理念がどこかへいくのではないかと少し危惧しておりまして、その辺のところはケアマネジメント検討会で、検討していただければと思っております。

　飛ばしましたが虐待防止、これも大阪府は施設の改善予防措置ということで、改善に取り組んでおられるところですから、もう少し丁寧にお聞きすべきところかと思っております。

○事務局　障がい福祉企画課の筒浦と申します。資料４の１についてお時間いただきまして、簡単ではございますが、ご説明させていただきます。

　めくっていただきまして３ページになりますが、このサービス改善支援事業は、平成20年から22年にかけて発生した府内の入所施設における虐待事案、大きくマスコミにも取りあげられましたが、これを契機として立ち上げたものです。虐待が起きた場合は、大阪府は監査指導を実施しますが、そのような形ではなく、入所施設における虐待ゼロをめざし、虐待が起こらないような、何とかそのような施設になっていただきたいという思いからこの事業を立ち上げたものです。

　この事業は第三者を派遣して、施設の自らのサービス改善の取組みを支援するというものでございます。その取組み状況を「虐待防止支援チーム」という社会福祉、医療、司法等の関係者で構成される合議体に報告し、支援チームがサービス改善支援の取組みについての評価を行い、それを踏まえた提言を頂くという仕組みになっております。

　次のページでは、これまでの取組みから見えてきたものを、参考になる事例、課題となる事例として取りまとめさせていただきました。参考となる事例では、施設自ら開かれた施設となるよう取組みを行っているところや、身体拘束、支援困難ケースに向き合って、しっかり取り組んでいるという事例も報告されております。

　一方、課題となる事例としては、身体拘束に関する適切な判断ができていないところがあったこと、軽度の障がい者を支援する施設での事例ですが、虐待イコール身体的虐待という捉え方をして、身体拘束がないので虐待とは関係がないという意識のところもございました。虐待は単に身体的だけでなくて、心理的、性的虐待等があるということも認識していただくことが必要であり、しっかり周知していきたいと考えております。

　また、やはり全体的に言えるのは、離職率が高くてなかなかノウハウが蓄積できず、それが施設の中で負の連鎖となって生じているというケースでございます。この点については大阪府でできる部分と、国にしっかりと申し上げる部分を整理して、府としてできる部分については、サービス改善支援事業が知事重点事業として平成２３年から３年間実施する予定としておりますので、引き続き、しっかりと取り組んでいきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○大谷会長　はい。大事なポイントです。この報告書は出るのですか。

○事務局　一定整理した課題を踏まえ、例えばマニュアルをつくる等、先ほど申し上げた虐待防止支援チームの中で、今後議論していただくことになると思います。どのような形でフィードバックするかは、今後のチームの中で検討していきたいと思います。
○大谷会長　はい。特に人権という非常に大事なポイントでもございますので、そこの分析をしっかりしていただいて、自立支援協議会に挙げていただくと、大変参考になると思っております。よろしくお願いいたします。

　何か事務局で言っておかなければならないとかいうことが他にありますか。

○事務局　障がい福祉計画につきましては、議題１でご説明させていただきましたが、本日、時間も限られた中でご意見をいただきまして、それは私ども受け留めまして検討させていただきます。それ以外のご意見につきましては、恐縮ですが２月中に、私どものほうにお寄せいただければと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

○大谷会長　はい。ありがとうございます。次回の全体会につきましては、年度が替わりまして、７月から８月ぐらいを予定しております。また、その節にはスケジュールを空けていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。
それでは、今回の「平成２３年度第２回大阪府障がい者自立支援協議会」を終了させていただきます。どうもありがとうございました。今後ともよろしくお願いいたします。

○事務局　大谷会長、的確な議事進行ありがとうございました。

　これで協議会を終了させていただきます。ご出席ありがとうございました。

（終了）
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